
安全性優良事業所【Ｇマーク】
奈良市（31）
近畿福山通運㈱　奈良営業所
愛和運輸倉庫㈱　本社営業所
㈱吉田運輸　本社営業所
エーエルプラス㈱　奈良営業所
塚本運送㈱　本社営業所
辻本運輸㈱　本社営業部
モミキ運送㈱　本社営業所
大和運輸㈱　本社営業所
日本通運㈱　奈良警送支店
奈良郵便輸送㈱　奈良営業所
ヤマト運輸㈱　奈良西ノ京支店
ヤマト運輸㈱　奈良平城支店
武澤運送㈱　本社営業所
阪神不動産㈱　奈良営業所
奈良三笠運輸㈱　名阪営業所
立石運送㈱　本社営業所
富士運輸㈱　奈良支店
日本郵便㈱　奈良中央郵便局
ミュージックサービス㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　帝塚山センター
㈲ヤマサン　本社営業所
ヤマト運輸㈱　はりセンター
大和物流㈱　奈良支店
クサタケ物流㈱ 本社営業所
尾上運送㈱　本社営業所
㈱物流サポート　本社営業所
ヤマト運輸㈱　奈良北之庄支店
丸長運送㈱　奈良営業所
㈱荒木運輸　本社営業所
アートコーポレーション㈱　奈良
石下運輸㈱　奈良支店営業所
生駒市（6）
ヤマト運輸㈱　生駒支店
秋田運輸㈱　奈良営業所
ヤマト運輸㈱　学研支店
大虎運輸㈱　奈良支店
浅田運輸㈲　奈良営業所
ロジトライ関西㈱　奈良事業所
天理市（17）
㈱いわれ　本社営業所
㈱エスライン奈良　本社営業所
㈲テンソー　本社営業所
㈱山口商事　本社営業所
丸嶋運送㈱　本社営業所
㈱平和商運　本社営業所
ヤマト運輸㈱　天理支店
㈱辻本運送　物流センター営業所
佐川急便㈱　天理営業所
セイノースーパーエクスプレス㈱　奈良営業所
日本通運㈱　奈良自動車営業課
ジェイ・ネット㈱　本社営業所
福住運輸倉庫㈱　福住営業所
福住運輸倉庫㈱　本社営業所
トールエクスプレスジャパン㈱　奈良支店
奈相流通㈱　本社営業所
原口運輸商事㈱　本社
大和郡山市（29）
奈良センコー物流㈱　奈良営業所
名阪運輸㈱　本社営業所
㈱ホウワ　本社営業所
近物レックス㈱　奈良支店
やまと運輸㈱　大和郡山営業所
佐川急便㈱　奈良営業所
生駒電子物流㈲　本社営業所
藤川運輸興業㈱　本店営業所
川端運輸㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　いまごセンター
ヤマトマルチチャーター㈱　奈良営業所
㈱ニッコン奈良　本社営業所
玉村運輸㈱　奈良支店
ヤマト運輸㈱　奈良主管支店
トナミ運輸㈱　奈良営業所
吉川運輸㈱　本社営業所
日本郵便㈱　大和郡山郵便局
㈱讀宣運輸　奈良営業所
ハウス物流サービス㈱　関西配車センター奈良事務所
㈱ユーパワーロジ　奈良営業所
マンナ運輸㈱　奈良支店

ビッグ・カーゴ㈱　本社営業所
新運輸㈱　奈良営業所
㈱サカイ引越センター　奈良支社
愛知ミタカ運輸㈱　奈良営業所
西濃運輸㈱　奈良支店
新日本輸送㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　大和郡山支店
㈱日硝ハイウエー　奈良営業所
桜井市（7）
森本運輸㈱　本社営業所
新商運㈱　本社営業所
㈱関西丸和ロジスティクス　奈良営業所
奈良県合同陸運㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　桜井支店
やまのべ急送㈱　本社営業所
㈱やまのべ　本社営業所
宇陀市（3）
㈱大翔　本社営業所
ヤマト運輸㈱　はいばらセンター
侑大運輸㈱　本社営業所
橿原市（12）
㈱川本カーゴ　本社営業所
八木日進運送㈱　本社営業所
日本通運㈱　橿原営業支店
森田運送㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　橿原支店
ヤマト運輸㈱　橿原八木支店
新口運送店　本店営業所
三和運輸㈱　本社営業所
丸八運輸㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　橿原今井センター
㈱メンテナンス・コシバ　本社営業所
日通奈良運輸㈱　橿原営業所
大和高田市（4）
日本郵便㈱　大和高田郵便局
芝野運輸倉庫㈱　本社営業所
㈲丸源運輸　本社営業所
近畿運輸㈱　本社営業所
香芝市（4）
かつらぎ運輸㈱　本社営業所
㈲奈良名勝運輸　本社営業所
優共運輸㈱　本社営業所
㈲育育運送　本社営業所
葛城市（4）
ヤマト運輸㈱　香芝支店
西川運輸倉庫㈱　本社営業所
岡本運送㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　大和高田支店
御所市（7）
㈱マルヨシ運輸倉庫　本社営業所
佐川急便㈱　御所営業所
上村運輸㈱　本社営業所
奈良トラック配送センター㈱　本社営業所
㈱森本毎乳舎　本社営業所
ヤマト運輸㈱　御所センター
池田運送店　本店営業所
五篠市（4）
㈲志希商事　本社営業所
ヤマト運輸㈱　奈良五條支店
日本郵便㈱　五條郵便局
㈱ベストライン　本社営業所
生駒郡（8）
和物流㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　法隆寺支店
水間急配㈱　奈良営業所
㈱斑鳩ロジコム　本社営業所
㈱角井運送　本社営業所
やまと運輸㈱　法隆寺営業所
㈲馬本賢商店　運輸部
ヤマト運輸㈱　へぐりセンター
磯城郡（11）
㈱西和物流　本社営業所
今西物流㈱　田原本営業所
㈱ハンナ　本社営業所
ニシキ運輸㈱　本社営業所
明日香運送㈱　田原本営業所
日進運送㈱　本社営業所
タニハナ物流㈱　本社営業所
佐川急便㈱　大和高田営業所
愛知陸運㈱　田原本営業所

天理総合運輸㈱　田原本営業所
㈱ＤＮＰロジスティクス　奈良事業所
北葛城郡（6）
藤俊運輸㈱　本社営業所
㈱愛和　本社営業所
誠運輸㈱　本社営業所
辻本運輸㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　北葛城支店
ヤマト運輸㈱　奈良上牧センター
高市郡（2）
奈良郵便輸送㈱　中和営業所
松陸運輸㈱　本社営業所
吉野郡（5）
中吉野運送㈱　吉野営業所
ヤマト運輸㈱　十津川センター
㈱大紀　大淀営業所
ヤマト運輸㈱　奈良吉野支店
イヌイ急便㈱　本社営業所

引越優良事業者
奈良市（3）
全国引越専門協同組合連合会　天理センター
アートコーポレーション㈱　奈良支店
ミュージックサービス㈱　本社営業所
天理市（2）
ジェイ・ネット㈱
日本通運㈱　奈良支店奈良自動車営業課
大和郡山市（6）
全国引越専門協同組合連合会　奈良センター
㈱ホウワ　ホウワ引越センター
西濃運輸㈱　奈良支店
㈱サカイ引越センター　奈良支社
㈱サカイ引越センター　奈良南支社
川端運輸㈱　アンジュ引越センター
香芝市（2）
全国引越専門協同組合連合会　奈良中南和センター
アートコーポレーション㈱　香芝支店
磯城郡（1）
㈱ハンナ　本社営業所

グリーン経営認証登録事業所
奈良市（10）
丸長運送㈱　奈良営業所
㈱マサミチ　本社営業所
塚本運送㈱　本社営業所
奈良郵便輸送㈱　奈良営業所
日本通運㈱　奈良警送支店
ミュージックサービス㈱　本社営業所
奈良三笠運輸㈱　名阪営業所
㈱都通　本社営業所
㈲奈良サービス　本社営業所
㈲ヤマサン　本社営業所
生駒市（1）
浅田運輸㈲　奈良営業所
宇陀市（1）
正亀運送㈱　本社営業所
香芝市（1）
㈲奈良名勝運輸　本社営業所
御所市（1）
㈱森本毎乳舎
桜井市（1）
新商運㈱　本社事務所
天理市（5）
㈱辻本運送
㈱エスライン奈良
ジェイ・ネット㈱
㈱山口商事　本社営業所
㈱いわれ　本社営業所
大和郡山市（7）
新運輸㈱　奈良営業所
川端運輸㈱
原口運輸商事㈱
名阪運輸㈱　本社営業所
㈱日硝ハイウエー　奈良営業所
関西低温㈱　本社
関西低温流通㈱　本社
橿原市（3）
㈱川本カーゴ
森田運送㈱

生駒郡（1）
和物流㈱　本社営業所
磯城郡（3）
愛知陸運㈱関西支店　田原本出張所
㈱ハンナ
今西物流㈱　田原本営業所
北葛城郡（2）
㈱愛和　本社営業所
乾重量㈱
高市郡（1）
奈良郵便輸送㈱　中和営業所

ISO 9001認証事業者
奈良市（5）
辻本運輸㈱
阪神不動産㈱
富士運輸㈱
丸太運輸㈱
丸長運送㈱
五篠市（1）
㈱モリタトランスポート
御所市（4）
池田運送店
佐川急便㈱　御所営業所
㈱マルヨシ運輸倉庫
㈱森本毎乳舎
桜井市（1）
㈱テーユーケー
天理市（4）
㈱いわれ
佐川急便㈱　天理営業所
㈱辻本運送
丸嶋運送㈱
大和郡山市（9）
佐川急便㈱　奈良営業所
新日本輸送㈱
大和陸運㈱
ハウス物流サービス㈱
原口運輸商事㈱
吉川運輸㈱
㈱サカイ引越センター
奈良センコー物流㈱
㈱低温
橿原市（1）
㈱川本カーゴ
磯城郡（4）
明日香運送㈱
佐川急便㈱　大和高田営業所
㈱西和物流
㈱ハンナ
北葛城郡（3）
㈱愛和
藤俊運輸㈱
誠運輸㈱

ISO 14001認証事業者
奈良市（3）
大和物流㈱
辻本運輸㈱
日進高田運送㈱
天理市（1）
奈相流通㈱
大和郡山市（3）
ハウス物流サービス㈱
吉川運輸㈱
㈱サカイ引越センター

ISO 39001認証事業者
奈良市（1）
富士運輸㈱
大和郡山市（1）
川端運輸㈱
磯城郡（1）
㈱ハンナ

　黄色帯は…安全性優良事業所
　 　　　　  奈良運輸支局長表彰受賞事業所

（公社)奈良県トラック協会  適正化事業情報誌

公益社団法人　 奈 良 県 ト ラ ッ ク 協 会
奈良県貨物自動車運送適正化事業実施機関
〒639-1037  奈良県大和郡山市額田部北町981番地の6　TEL.0743-23-1200㈹
総務課／ FAX.0743-23-1212　   業務・適正化事業課／ FAX.0743-56-2228

http://narata.or.jp

安全認定安全認定

安全性優良事業所
国土交通省／全日本トラック協会
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県内運送事業者の資格認定取得状況 平成28年2月29日現在

安全性優良事業所(　　　　　　　  ）
引越優良事業者(            　　　　　　　 ）
グリーン経営認証登録事業所(      　　　　　　　　 ）
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（公社)全日本トラック協会が認定する
“安全性”の高い事業所

（公財）全日本トラック協会が認定する
下見・見積り・作業など“引越のルールを守る”事業者

（公財）交通エコロジー・モビリティ財団が認証する
“環境保全”に配慮した企業経営

国際標準化機構(ISO)が制定した、“品質を保証”し
“顧客満足”を目指すシステム

国際標準化機構(ISO)が制定した、企業活動が
“環境に与える影響”を最小限度に改善していくシステム
国際標準化機構(ISO)が制定した、道路交通事故による
死亡・重傷事故ゼロの“安全な社会の実現”を目指すシステム
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改善基準告示の概要
　改善基準告示は、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図るため、自動車運転者の労働
時間等の改善のための基準を定めたものです。
　トラック、タクシー、バスの運転者ごとに改善基準が定められています。
　ここでは、トラック運転者の改善基準について説明します。その内容は、拘束時間、休息期間、
運転時間等についての基準から構成されています。
1 拘束時間
　拘束時間は、トラック運転者の始業時刻から終業時刻までの時間で、労働時間（手待ち時間
を含む）と休憩時間（仮眠時間を含む）の合計時間をいいます。その基準は下の表のとおりです。
　なお、労働時間には、時間外労働時間と休日労働時間が含まれますので、その時間数・日数
をできるだけ少なくして、改善基準告示に定める拘束時間内の運行、休息期間の確保に努める
必要があります。
2 休息期間
　休息期間とは、勤務と次の勤務の間の時間で、睡眠時間を含む労働者の生活時間として、労
働者にとって全く自由な時間をいいます。その基準は下の表とおりです。
3 運転時間
　トラックの１日の運転時間や連続運転時間等に関する基準があります。その基準は下の表の
とおりです。
これらの関係を図示すると次のとおりです。

終業

始業

終業

始業

休息期間

拘束時間

休息期間

労働時間

休憩時間（仮眠時間を含む）

手待ち時間（荷待ち等）

作業時間（運転・整備等・荷扱い）
時間外労働時間
休日労働時間
を含む。

◆ 改善基準
項　　目

拘束時間

◆１ヶ月　293時間
　（労使協定があるときは、1年のうち6箇月までは、1年間についての
　 拘束時間が3,516時間を超えない範囲内において320時間まで延長可）
◆１日　原則　13時間
　　　　最大　16時間（15時間超えは１週２回以内）

◆継続　８時間以上
◆運転者の住所地での休息期間が、それ以外の場所での休息期間より長くなる
　よう努めること。

◆分割休息期間、２人乗務、隔日勤務及びフェリー乗船の場合には、特例がある。

◆２日平均で１日当たり９時間
◆２週平均で１週間当たり44時間

◆４時間以内
　（運転の中断には、１回連続10分以上、かつ、合計30分以上の運転離脱が必要）

休息期間

拘束時間・
休息期間の特例

運転時間

連続運転時間

基　　準
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2 休息期間
　休息期間とは、勤務と次の勤務の間の時間で、睡眠時間を含む労働者の生活時間として、労
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3 4

　事業者の皆さまは、職場の転倒災害防止対策を進めていただくとともに、プロジェクト
の重点取組期間（２月、６月）には、チェックリストを活用した総点検を行い、安全委員会
などでの調査審議などを経て、職場環境の改善を図ってください。

STOP! 転倒災害

転倒災害の種類と主な原因

チェックの結果はいかがでしたか ? 問題のあったポイントが改善されれば、きっと作業効率も上がって働きやすい職場に
なります。どのように改善するか「安全委員会」などで、全員でアイディアを出し合いましょう !

あなたの職場は大丈夫?転倒の危険をチェックしてみましょう

厚生労働省と労働災害防止団体では、転倒災害を撲滅するため
「STOP! 転倒災害プロジェクト」を推進しています。

転倒災害防止対策のポイント
転倒災害を防止することで、安心して作業が行えるようになり、作業効率も上がります。

できるところから少しずつ取り組んでいきましょう。

転倒災害は、大きく3種類に分けられます。
皆さまの職場にも、似たような危険はありませんか?
滑　り つまずき 踏み外し

主
な
原
因

転
倒
災
害
の
種
類

転倒災害は今、最も多い労働災害で、しかもその
割合は年々増えています。 また、長期の休業につ
ながることも多く、深刻な問題になっています。

●床が滑りやすい素材である。 
●床に水や油が飛散している。 
●ビニールや紙など、滑りやすい異物が
　床に落ちている。

●床の凹凸や段差がある。
●床に荷物や商品などが放置されている。

●大きな荷物を抱えるなど、足元が
　見えない状態で作業している。

その他の対策4 S
（ 整理・整頓・清掃・清潔 ）

小さすぎても大きすぎても踏ん張りが
きかずバランスを崩しやすくなります。

重すぎると足が上がりにくくなり、
つまずきの原因になります。

つま先方向に重量が偏っていると、歩行
時につま先が下がり、つまずきの原因に
なります。

つま先の高さが低いと、ちょっとした
段差にも、つまずきやすくなります。

作業場所や内容に合った耐滑性であるこ
とが重要です。例えば、滑りにくい床に
滑りにくい靴底では摩擦が強くなりすぎ
てつまずきの原因になります。

転倒しにくい作業方法
 「あせらない 急ぐときほど 落ち着いて」

転倒しないための靴選びのポイント

平成26年 厚生労働省労働者死傷病報告
「事故の型別死傷者数の推移」

平成26年 労働者死傷病報告と総務省労働力調査
「年齢別転倒災害の発生率」

（労働者千人当たりの転倒災害発生件数）

平成26年 労働者死傷病報告
「転倒災害による休業期間の割合」

4日以上
2週間未満

3カ月以上
6カ月未満

1カ月以上
3カ月未満

2週間以上
1カ月未満

6カ月以上

17.5％

21.1％

26.6％

24.3％

10.9％

高年齢者ほど転倒災害のリスクが増加し、
55 歳以上では 1,000 人に 1 人以上が被災
しています。

転倒災害による休業期間は、 約 6
割が 1カ月以上となって います。

●歩行場所に物を放置しない
●床面の汚れ
　（水、油、粉など）を
　取り除く
●床面の凹凸、段差
　などの解消

●時間に余裕を持って行動
●滑りやすい場所では
　小さな歩幅で歩行
●足元が見えにくい状態で
　作業しない

●職場の危険マップの作成による
　危険情報の共有
●作業に適した靴の着用
●転倒危険場所に
　ステッカーなどで
　注意喚起

重　量サイズ 靴底と床の
耐滑性のバランス

つま先部の高さ 重量バランス（前後）
屈曲性が悪いとすり足になりやすく、
つまずきの原因になります。

屈曲性

STOP! 転倒 検　索
詳しくは、厚生労働省ホームページをご覧ください !

「STOP! 転倒災害プロジェクト」
厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 2016.1

転倒災害防止のためのチェックシート

1
2
3
4
5
6
7
8
9

チェック項目 □
□
□
□
□
□
□
□
□
□

通路、階段、出口に物を放置していませんか
床の水たまりや氷、油、粉類などは放置せず、その都度取り除いていますか
安全に移動できるように十分な明るさ（照度）が確保されていますか
転倒を予防するための教育を行っていますか
作業靴は、作業現場に合った耐滑性があり、かつちょうど良いサイズのものを選んでいますか
ヒヤリハット情報を活用して、転倒しやすい場所の危険マップを作成し、周知していますか
段差のある箇所や滑りやすい場所などに注意を促す標識をつけていますか
ポケットに手を入れたまま歩くことを禁止していますか
ストレッチ体操や転倒予防のための運動を取り入れていますか

 転倒危険！

［コメント］
両手で荷物を
持っての移動は
転倒危険！

45～54歳 55～64歳 65歳以上45歳未満

（件）
1.4

1.2

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0
H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26（年）

（人）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

26,982人
22.5％

1位  転倒

2位
墜落・転落

　　   3位
はさまれ・
巻きこまれ
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（巡回計画数：181事業所　巡回実施数：138 事業所）

適正化事業・指導項目別調査結果
集計期間：平成27年4月～平成27年12月

（公社)奈良県トラック協会

⑴　主たる事務所及び営業所の名称、位置に変更はないか。

⑶　自動車車庫の位置及び収容能力に変更はないか。

⑷　乗務員の休憩・睡眠施設の位置、収容能力は適正か。

⑸　乗務員の休憩・睡眠施設の保守、管理は適正か。

⑹　届出事項に変更はないか。(役員・社員､特定貨物に係る荷主の名称変更等）

⑺　自家用貨物自動車の違法な営業類似行為（白トラの利用等）はないか。

⑻　名義貸し、事業の貸渡し等はないか。

⑴　事故記録が適正に記録され、保存されているか。

⑵　自動車事故報告書を提出しているか。

⑶　運転者台帳が適正に記録等され、保存されているか。

⑷　車両台帳が整備され、適正に記入等がされているか。

⑸　事業報告書及び事業実績報告書を提出しているか｡（本社巡回に限る｡）

⑴　運行管理規程が定められているか。

⑵　運行管理者が選任され、届出されているか。

⑶　運行管理者に所定の研修を受けさせているか。

⑷　事業計画に従い、必要な員数の運転者を確保しているか。

⑸　過労防止を配慮した勤務時間､乗務時間を定め､これを基に乗務割が作成され、
　　休憩時間、睡眠のための時間が適正に管理されているか。

⑹　過積載による運送を行っていないか。

⑺　点呼の実施及びその記録、保存は適正か。

⑻　乗務等の記録（運転日報）の作成・保存は適正か。

⑼　運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か。

⑽　運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か。

⑾　乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を行っているか。

⑿　特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。

⒀　特定の運転者に対して適性診断を受けさせているか。

⑴　整備管理規程が定められており､これに基づき､適正に整備管理業務がなされているか。

⑵　整備管理者が選任され、届出されているか。

⑶　整備管理者に所定の研修を受けさせているか。

⑷　日常点検基準を作成し、これに基づき点検を適正に行っているか。

⑸　定期点検基準を作成し､これに基づき､適正に点検・整備を行い､点検整備
　　記録簿等が保存されているか。

⑴　就業規則が制定され、届出されているか。

⑵　36協定が締結され、届出されているか。

⑶　労働時間、休日労働について違法性はないか｡（運転時間は除く）

⑷　所要の健康診断を実施し、その記録・保存が適正にされているか。

⑴　労災保険・雇用保険に加入しているか。

⑵　健康保険・厚生年金保険に加入しているか。

Ⅰ.事業計画等

⑵　営業所に配置する事業用自動車の種別及び数に変更はないか。

Ⅱ.帳票類の整
　 備、報告等

Ⅲ.運行管理等

Ⅳ.車両管理等

Ⅴ.労基法等

Ⅵ.法定福利費

区　分 重点 調査件数（否)件数 指導件数ワースト10

※印は、保有車両に乗車定員11人以上のバス型霊柩車がある霊柩事業者の場合、1両でも整備管理者の選任が必要である（道路運送車両法第50条)。

調査事項（※印は「特別積合せ」のみの調査事項、☆印は霊柩事業者は除外する）

☆

☆

※

138
138
138
138
138
113
138
138
62
9
137
138
98
138
135
122
138

136

136
137
137
101
20
137
68
85
138
136
122
137

137

82
129
135
134
136
133

2
4
1
2
2
1
0
1
7
0
6
5
52
7
1
41
6

18

0
36
33
1
9
35
41
48
4
2
41
10

53

9
28
3
47
28
36

⑧

②

⑤

⑩
⑤
③

⑤

④

⑧

①

貨物自動車運送事業輸送安全規則等に基づく貨物自動車運送事業者が備え置くべき帳票類等一覧

区  分 様  式
ダウンロード 帳　　票　　類 概　　要　　等 保　存　期　間

帳
票
類
の
整
備
、
報
告
等

● 事故記録の作成・保存 当該事故が発生した場合、30日以内に記録を作成 当該事故発生後3年間

事故報告書の提出 自動車事故報告規則第 2条に規定する事故が発生した場合、30日以
内に運輸支局に提出 当該事故発生後3年間

● 運転者台帳の作成 運転者毎に必要事項を記載した台帳（写真貼付）を作成し、営業所に
備え置く

常時備え付け及び
運転者でなくなった日か
ら3年間

車両台帳の作成 営業所に配置する車両の検査証の写し及び自賠責保険の写しを備え置く 常時備え付け
● 事業報告書の届出　 毎事業年度の経過後、100日以内に運輸支局に届出

● 事業実績報告書の届出　 前年4月1日から3月31日までの実績を毎年7月1日迄に運輸支局
に届出

運
行
管
理
等

● 運行管理規程の作成
運行管理者が、的確かつ円滑に事業用自動車の安全の確保に関する業
務を行うために、運行管理者の職務や権限、事業用自動車の運行の安
全に関する規程を作成

常時備え付け

● 運行管理者選任届 選任又は解任後、概ね7日以内に運輸支局に届出 常時備え付け
運行管理者の研修の受講 選任した年度は必ず受講、その後2年に1回の受講

● 運行計画表（勤務割表）の
作成

休憩又は睡眠のための時間及び勤務が終了した後の休息のための時間
が十分に確保されるように、改善基準告示に従って、運転者の勤務時
間及び乗務時間を定め、当該運転者にこれらを遵守させる

常時備え付け

● 点呼の実施及び記録・保存
運転者に対し、対面（運行上やむを得ない場合は電話その他の方法。）に
より点呼を行い、報告を求め、及び確認を行い、並びに運行の安全を確保
するために必要な指示を与え、常時アルコール検知器の有効を保持する

1年間

● 乗務等の記録・保存 乗務について、当該乗務を行った運転者ごとに必要事項を記録 1年間
運行記録計の活用及び
記録・保存

運転者の乗務について、事業用自動車（車両総重量 7トン以上又は最
大積載量4トン以上）の瞬間速度、運行距離及び運行時間を記録 1年間

● 運行指示書の作成・保存
乗務前、乗務後点呼のいずれも対面で行うことができない乗務を行う
運転者の運行ごとに、必要事項を記載した運行指示書を作成し、運転
者に対し適切な指示を行い、及びこれを当該運転者に携行させる

1年間

● 乗務員への指導・監督の
実施及び記録・保存 国土交通省告示1366号に基づく教育の実施 3年間

● 特定運転者の指導・監督の
実施 初任・適齢（65歳以上）・事故惹起運転者への指針に基づく教育の実施 3年間

特定運転者の適性診断の
受診及び保存 初任・適齢（65歳以上）・事故惹起運転者の受診 3年間

車
両
管
理
等

● 整備管理規定の作成 整備管理者の義務として掲げる事項の執行に関する規定を作成 常時備え付け
● 整備管理者選任届 選任又は変更後、15日以内に運輸支局に届出 常時備え付け

整備管理者の研修の受講 選任した年度は必ず受講、その後2年に1回の受講

● 日常点検の実施及び記録・
保存 自動車点検基準に基づく点検の実施 1年間

● 定期点検整備の実施及び
記録・保存 3ヵ月点検記録簿及び12ヶ月又は24ヶ月点検記録簿への記録 1年間

労
基
法
等

● 就業規則の作成 常時10人以上の従業員を使用する使用者は、管轄する労働基準監督
署への届出 常時備え付け

● 36協定の届出 時間外労働、休日労働がある使用者は、毎年1回管轄する労働基準監
督署への届出

完結の日（有効期間満了
の日）より3年間

健康診断の受診 雇入れ時の健康診断、定期健康診断は年1回、但し深夜労働者（22
時～翌日5時）は年2回の受診 5年間

法
定
福
利
費

労災保険・雇用保険への
加入 労働者を1人でも雇用していれば加入

労働保険：完結の日より
３年間又は4年間
労災保険：完結の日よ
り3年間
雇用保険：完結の日よ
り2年間又は4年間

健康保険・厚生年金保険
への加入

法人事業所及び常時5人以上の従業員を使用している個人事業所は
加入

健康保険：完結の日より
2年間
厚生年金保険：完結の日
より2年間

● 印は、（公社）奈良県トラック協会ホームページより、ダウンロードできます。
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（巡回計画数：181事業所　巡回実施数：138 事業所）

適正化事業・指導項目別調査結果
集計期間：平成27年4月～平成27年12月

（公社)奈良県トラック協会

⑴　主たる事務所及び営業所の名称、位置に変更はないか。

⑶　自動車車庫の位置及び収容能力に変更はないか。

⑷　乗務員の休憩・睡眠施設の位置、収容能力は適正か。

⑸　乗務員の休憩・睡眠施設の保守、管理は適正か。

⑹　届出事項に変更はないか。(役員・社員､特定貨物に係る荷主の名称変更等）

⑺　自家用貨物自動車の違法な営業類似行為（白トラの利用等）はないか。

⑻　名義貸し、事業の貸渡し等はないか。

⑴　事故記録が適正に記録され、保存されているか。

⑵　自動車事故報告書を提出しているか。

⑶　運転者台帳が適正に記録等され、保存されているか。

⑷　車両台帳が整備され、適正に記入等がされているか。

⑸　事業報告書及び事業実績報告書を提出しているか｡（本社巡回に限る｡）

⑴　運行管理規程が定められているか。

⑵　運行管理者が選任され、届出されているか。

⑶　運行管理者に所定の研修を受けさせているか。

⑷　事業計画に従い、必要な員数の運転者を確保しているか。

⑸　過労防止を配慮した勤務時間､乗務時間を定め､これを基に乗務割が作成され、
　　休憩時間、睡眠のための時間が適正に管理されているか。

⑹　過積載による運送を行っていないか。

⑺　点呼の実施及びその記録、保存は適正か。

⑻　乗務等の記録（運転日報）の作成・保存は適正か。

⑼　運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か。

⑽　運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か。

⑾　乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を行っているか。

⑿　特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。

⒀　特定の運転者に対して適性診断を受けさせているか。

⑴　整備管理規程が定められており､これに基づき､適正に整備管理業務がなされているか。

⑵　整備管理者が選任され、届出されているか。

⑶　整備管理者に所定の研修を受けさせているか。

⑷　日常点検基準を作成し、これに基づき点検を適正に行っているか。

⑸　定期点検基準を作成し､これに基づき､適正に点検・整備を行い､点検整備
　　記録簿等が保存されているか。

⑴　就業規則が制定され、届出されているか。

⑵　36協定が締結され、届出されているか。

⑶　労働時間、休日労働について違法性はないか｡（運転時間は除く）

⑷　所要の健康診断を実施し、その記録・保存が適正にされているか。

⑴　労災保険・雇用保険に加入しているか。

⑵　健康保険・厚生年金保険に加入しているか。

Ⅰ.事業計画等

⑵　営業所に配置する事業用自動車の種別及び数に変更はないか。

Ⅱ.帳票類の整
　 備、報告等

Ⅲ.運行管理等

Ⅳ.車両管理等

Ⅴ.労基法等

Ⅵ.法定福利費

区　分 重点 調査件数（否)件数 指導件数ワースト10

※印は、保有車両に乗車定員11人以上のバス型霊柩車がある霊柩事業者の場合、1両でも整備管理者の選任が必要である（道路運送車両法第50条)。

調査事項（※印は「特別積合せ」のみの調査事項、☆印は霊柩事業者は除外する）

☆

☆

※

138
138
138
138
138
113
138
138
62
9
137
138
98
138
135
122
138

136

136
137
137
101
20
137
68
85
138
136
122
137

137

82
129
135
134
136
133

2
4
1
2
2
1
0
1
7
0
6
5
52
7
1
41
6

18

0
36
33
1
9
35
41
48
4
2
41
10

53

9
28
3
47
28
36

⑧

②

⑤

⑩
⑤
③

⑤

④

⑧

①

貨物自動車運送事業輸送安全規則等に基づく貨物自動車運送事業者が備え置くべき帳票類等一覧

区  分 様  式
ダウンロード 帳　　票　　類 概　　要　　等 保　存　期　間

帳
票
類
の
整
備
、
報
告
等

● 事故記録の作成・保存 当該事故が発生した場合、30日以内に記録を作成 当該事故発生後3年間

事故報告書の提出 自動車事故報告規則第 2条に規定する事故が発生した場合、30日以
内に運輸支局に提出 当該事故発生後3年間

● 運転者台帳の作成 運転者毎に必要事項を記載した台帳（写真貼付）を作成し、営業所に
備え置く

常時備え付け及び
運転者でなくなった日か
ら3年間

車両台帳の作成 営業所に配置する車両の検査証の写し及び自賠責保険の写しを備え置く 常時備え付け
● 事業報告書の届出　 毎事業年度の経過後、100日以内に運輸支局に届出

● 事業実績報告書の届出　 前年4月1日から3月31日までの実績を毎年7月1日迄に運輸支局
に届出

運
行
管
理
等

● 運行管理規程の作成
運行管理者が、的確かつ円滑に事業用自動車の安全の確保に関する業
務を行うために、運行管理者の職務や権限、事業用自動車の運行の安
全に関する規程を作成

常時備え付け

● 運行管理者選任届 選任又は解任後、概ね7日以内に運輸支局に届出 常時備え付け
運行管理者の研修の受講 選任した年度は必ず受講、その後2年に1回の受講

● 運行計画表（勤務割表）の
作成

休憩又は睡眠のための時間及び勤務が終了した後の休息のための時間
が十分に確保されるように、改善基準告示に従って、運転者の勤務時
間及び乗務時間を定め、当該運転者にこれらを遵守させる

常時備え付け

● 点呼の実施及び記録・保存
運転者に対し、対面（運行上やむを得ない場合は電話その他の方法。）に
より点呼を行い、報告を求め、及び確認を行い、並びに運行の安全を確保
するために必要な指示を与え、常時アルコール検知器の有効を保持する

1年間

● 乗務等の記録・保存 乗務について、当該乗務を行った運転者ごとに必要事項を記録 1年間
運行記録計の活用及び
記録・保存

運転者の乗務について、事業用自動車（車両総重量 7トン以上又は最
大積載量4トン以上）の瞬間速度、運行距離及び運行時間を記録 1年間

● 運行指示書の作成・保存
乗務前、乗務後点呼のいずれも対面で行うことができない乗務を行う
運転者の運行ごとに、必要事項を記載した運行指示書を作成し、運転
者に対し適切な指示を行い、及びこれを当該運転者に携行させる

1年間

● 乗務員への指導・監督の
実施及び記録・保存 国土交通省告示1366号に基づく教育の実施 3年間

● 特定運転者の指導・監督の
実施 初任・適齢（65歳以上）・事故惹起運転者への指針に基づく教育の実施 3年間

特定運転者の適性診断の
受診及び保存 初任・適齢（65歳以上）・事故惹起運転者の受診 3年間

車
両
管
理
等

● 整備管理規定の作成 整備管理者の義務として掲げる事項の執行に関する規定を作成 常時備え付け
● 整備管理者選任届 選任又は変更後、15日以内に運輸支局に届出 常時備え付け

整備管理者の研修の受講 選任した年度は必ず受講、その後2年に1回の受講

● 日常点検の実施及び記録・
保存 自動車点検基準に基づく点検の実施 1年間

● 定期点検整備の実施及び
記録・保存 3ヵ月点検記録簿及び12ヶ月又は24ヶ月点検記録簿への記録 1年間

労
基
法
等

● 就業規則の作成 常時10人以上の従業員を使用する使用者は、管轄する労働基準監督
署への届出 常時備え付け

● 36協定の届出 時間外労働、休日労働がある使用者は、毎年1回管轄する労働基準監
督署への届出

完結の日（有効期間満了
の日）より3年間

健康診断の受診 雇入れ時の健康診断、定期健康診断は年1回、但し深夜労働者（22
時～翌日5時）は年2回の受診 5年間

法
定
福
利
費

労災保険・雇用保険への
加入 労働者を1人でも雇用していれば加入

労働保険：完結の日より
３年間又は4年間
労災保険：完結の日よ
り3年間
雇用保険：完結の日よ
り2年間又は4年間

健康保険・厚生年金保険
への加入

法人事業所及び常時5人以上の従業員を使用している個人事業所は
加入

健康保険：完結の日より
2年間
厚生年金保険：完結の日
より2年間

● 印は、（公社）奈良県トラック協会ホームページより、ダウンロードできます。



安全性優良事業所【Ｇマーク】
奈良市（31）
近畿福山通運㈱　奈良営業所
愛和運輸倉庫㈱　本社営業所
㈱吉田運輸　本社営業所
エーエルプラス㈱　奈良営業所
塚本運送㈱　本社営業所
辻本運輸㈱　本社営業部
モミキ運送㈱　本社営業所
大和運輸㈱　本社営業所
日本通運㈱　奈良警送支店
奈良郵便輸送㈱　奈良営業所
ヤマト運輸㈱　奈良西ノ京支店
ヤマト運輸㈱　奈良平城支店
武澤運送㈱　本社営業所
阪神不動産㈱　奈良営業所
奈良三笠運輸㈱　名阪営業所
立石運送㈱　本社営業所
富士運輸㈱　奈良支店
日本郵便㈱　奈良中央郵便局
ミュージックサービス㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　帝塚山センター
㈲ヤマサン　本社営業所
ヤマト運輸㈱　はりセンター
大和物流㈱　奈良支店
クサタケ物流㈱ 本社営業所
尾上運送㈱　本社営業所
㈱物流サポート　本社営業所
ヤマト運輸㈱　奈良北之庄支店
丸長運送㈱　奈良営業所
㈱荒木運輸　本社営業所
アートコーポレーション㈱　奈良
石下運輸㈱　奈良支店営業所
生駒市（6）
ヤマト運輸㈱　生駒支店
秋田運輸㈱　奈良営業所
ヤマト運輸㈱　学研支店
大虎運輸㈱　奈良支店
浅田運輸㈲　奈良営業所
ロジトライ関西㈱　奈良事業所
天理市（17）
㈱いわれ　本社営業所
㈱エスライン奈良　本社営業所
㈲テンソー　本社営業所
㈱山口商事　本社営業所
丸嶋運送㈱　本社営業所
㈱平和商運　本社営業所
ヤマト運輸㈱　天理支店
㈱辻本運送　物流センター営業所
佐川急便㈱　天理営業所
セイノースーパーエクスプレス㈱　奈良営業所
日本通運㈱　奈良自動車営業課
ジェイ・ネット㈱　本社営業所
福住運輸倉庫㈱　福住営業所
福住運輸倉庫㈱　本社営業所
トールエクスプレスジャパン㈱　奈良支店
奈相流通㈱　本社営業所
原口運輸商事㈱　本社
大和郡山市（29）
奈良センコー物流㈱　奈良営業所
名阪運輸㈱　本社営業所
㈱ホウワ　本社営業所
近物レックス㈱　奈良支店
やまと運輸㈱　大和郡山営業所
佐川急便㈱　奈良営業所
生駒電子物流㈲　本社営業所
藤川運輸興業㈱　本店営業所
川端運輸㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　いまごセンター
ヤマトマルチチャーター㈱　奈良営業所
㈱ニッコン奈良　本社営業所
玉村運輸㈱　奈良支店
ヤマト運輸㈱　奈良主管支店
トナミ運輸㈱　奈良営業所
吉川運輸㈱　本社営業所
日本郵便㈱　大和郡山郵便局
㈱讀宣運輸　奈良営業所
ハウス物流サービス㈱　関西配車センター奈良事務所
㈱ユーパワーロジ　奈良営業所
マンナ運輸㈱　奈良支店

ビッグ・カーゴ㈱　本社営業所
新運輸㈱　奈良営業所
㈱サカイ引越センター　奈良支社
愛知ミタカ運輸㈱　奈良営業所
西濃運輸㈱　奈良支店
新日本輸送㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　大和郡山支店
㈱日硝ハイウエー　奈良営業所
桜井市（7）
森本運輸㈱　本社営業所
新商運㈱　本社営業所
㈱関西丸和ロジスティクス　奈良営業所
奈良県合同陸運㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　桜井支店
やまのべ急送㈱　本社営業所
㈱やまのべ　本社営業所
宇陀市（3）
㈱大翔　本社営業所
ヤマト運輸㈱　はいばらセンター
侑大運輸㈱　本社営業所
橿原市（12）
㈱川本カーゴ　本社営業所
八木日進運送㈱　本社営業所
日本通運㈱　橿原営業支店
森田運送㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　橿原支店
ヤマト運輸㈱　橿原八木支店
新口運送店　本店営業所
三和運輸㈱　本社営業所
丸八運輸㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　橿原今井センター
㈱メンテナンス・コシバ　本社営業所
日通奈良運輸㈱　橿原営業所
大和高田市（4）
日本郵便㈱　大和高田郵便局
芝野運輸倉庫㈱　本社営業所
㈲丸源運輸　本社営業所
近畿運輸㈱　本社営業所
香芝市（4）
かつらぎ運輸㈱　本社営業所
㈲奈良名勝運輸　本社営業所
優共運輸㈱　本社営業所
㈲育育運送　本社営業所
葛城市（4）
ヤマト運輸㈱　香芝支店
西川運輸倉庫㈱　本社営業所
岡本運送㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　大和高田支店
御所市（7）
㈱マルヨシ運輸倉庫　本社営業所
佐川急便㈱　御所営業所
上村運輸㈱　本社営業所
奈良トラック配送センター㈱　本社営業所
㈱森本毎乳舎　本社営業所
ヤマト運輸㈱　御所センター
池田運送店　本店営業所
五篠市（4）
㈲志希商事　本社営業所
ヤマト運輸㈱　奈良五條支店
日本郵便㈱　五條郵便局
㈱ベストライン　本社営業所
生駒郡（8）
和物流㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　法隆寺支店
水間急配㈱　奈良営業所
㈱斑鳩ロジコム　本社営業所
㈱角井運送　本社営業所
やまと運輸㈱　法隆寺営業所
㈲馬本賢商店　運輸部
ヤマト運輸㈱　へぐりセンター
磯城郡（11）
㈱西和物流　本社営業所
今西物流㈱　田原本営業所
㈱ハンナ　本社営業所
ニシキ運輸㈱　本社営業所
明日香運送㈱　田原本営業所
日進運送㈱　本社営業所
タニハナ物流㈱　本社営業所
佐川急便㈱　大和高田営業所
愛知陸運㈱　田原本営業所

天理総合運輸㈱　田原本営業所
㈱ＤＮＰロジスティクス　奈良事業所
北葛城郡（6）
藤俊運輸㈱　本社営業所
㈱愛和　本社営業所
誠運輸㈱　本社営業所
辻本運輸㈱　本社営業所
ヤマト運輸㈱　北葛城支店
ヤマト運輸㈱　奈良上牧センター
高市郡（2）
奈良郵便輸送㈱　中和営業所
松陸運輸㈱　本社営業所
吉野郡（5）
中吉野運送㈱　吉野営業所
ヤマト運輸㈱　十津川センター
㈱大紀　大淀営業所
ヤマト運輸㈱　奈良吉野支店
イヌイ急便㈱　本社営業所

引越優良事業者
奈良市（3）
全国引越専門協同組合連合会　天理センター
アートコーポレーション㈱　奈良支店
ミュージックサービス㈱　本社営業所
天理市（2）
ジェイ・ネット㈱
日本通運㈱　奈良支店奈良自動車営業課
大和郡山市（6）
全国引越専門協同組合連合会　奈良センター
㈱ホウワ　ホウワ引越センター
西濃運輸㈱　奈良支店
㈱サカイ引越センター　奈良支社
㈱サカイ引越センター　奈良南支社
川端運輸㈱　アンジュ引越センター
香芝市（2）
全国引越専門協同組合連合会　奈良中南和センター
アートコーポレーション㈱　香芝支店
磯城郡（1）
㈱ハンナ　本社営業所

グリーン経営認証登録事業所
奈良市（10）
丸長運送㈱　奈良営業所
㈱マサミチ　本社営業所
塚本運送㈱　本社営業所
奈良郵便輸送㈱　奈良営業所
日本通運㈱　奈良警送支店
ミュージックサービス㈱　本社営業所
奈良三笠運輸㈱　名阪営業所
㈱都通　本社営業所
㈲奈良サービス　本社営業所
㈲ヤマサン　本社営業所
生駒市（1）
浅田運輸㈲　奈良営業所
宇陀市（1）
正亀運送㈱　本社営業所
香芝市（1）
㈲奈良名勝運輸　本社営業所
御所市（1）
㈱森本毎乳舎
桜井市（1）
新商運㈱　本社事務所
天理市（5）
㈱辻本運送
㈱エスライン奈良
ジェイ・ネット㈱
㈱山口商事　本社営業所
㈱いわれ　本社営業所
大和郡山市（7）
新運輸㈱　奈良営業所
川端運輸㈱
原口運輸商事㈱
名阪運輸㈱　本社営業所
㈱日硝ハイウエー　奈良営業所
関西低温㈱　本社
関西低温流通㈱　本社
橿原市（3）
㈱川本カーゴ
森田運送㈱

生駒郡（1）
和物流㈱　本社営業所
磯城郡（3）
愛知陸運㈱関西支店　田原本出張所
㈱ハンナ
今西物流㈱　田原本営業所
北葛城郡（2）
㈱愛和　本社営業所
乾重量㈱
高市郡（1）
奈良郵便輸送㈱　中和営業所

ISO 9001認証事業者
奈良市（5）
辻本運輸㈱
阪神不動産㈱
富士運輸㈱
丸太運輸㈱
丸長運送㈱
五篠市（1）
㈱モリタトランスポート
御所市（4）
池田運送店
佐川急便㈱　御所営業所
㈱マルヨシ運輸倉庫
㈱森本毎乳舎
桜井市（1）
㈱テーユーケー
天理市（4）
㈱いわれ
佐川急便㈱　天理営業所
㈱辻本運送
丸嶋運送㈱
大和郡山市（9）
佐川急便㈱　奈良営業所
新日本輸送㈱
大和陸運㈱
ハウス物流サービス㈱
原口運輸商事㈱
吉川運輸㈱
㈱サカイ引越センター
奈良センコー物流㈱
㈱低温
橿原市（1）
㈱川本カーゴ
磯城郡（4）
明日香運送㈱
佐川急便㈱　大和高田営業所
㈱西和物流
㈱ハンナ
北葛城郡（3）
㈱愛和
藤俊運輸㈱
誠運輸㈱

ISO 14001認証事業者
奈良市（3）
大和物流㈱
辻本運輸㈱
日進高田運送㈱
天理市（1）
奈相流通㈱
大和郡山市（3）
ハウス物流サービス㈱
吉川運輸㈱
㈱サカイ引越センター

ISO 39001認証事業者
奈良市（1）
富士運輸㈱
大和郡山市（1）
川端運輸㈱
磯城郡（1）
㈱ハンナ

　黄色帯は…安全性優良事業所
　 　　　　  奈良運輸支局長表彰受賞事業所

（公社)奈良県トラック協会  適正化事業情報誌

公益社団法人　 奈 良 県 ト ラ ッ ク 協 会
奈良県貨物自動車運送適正化事業実施機関
〒639-1037  奈良県大和郡山市額田部北町981番地の6　TEL.0743-23-1200㈹
総務課／ FAX.0743-23-1212　   業務・適正化事業課／ FAX.0743-56-2228

http://narata.or.jp

安全認定安全認定

安全性優良事業所
国土交通省／全日本トラック協会
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県内運送事業者の資格認定取得状況 平成28年2月29日現在

安全性優良事業所(　　　　　　　  ）
引越優良事業者(            　　　　　　　 ）
グリーン経営認証登録事業所(      　　　　　　　　 ）
ISO9001(　　　　　　　            ）
ISO14001(　　　　　　　               ）
ISO39001(　　　　　　　                   ）

事業所
事業者
事業所
事業者
事業者
事業者
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（公社)全日本トラック協会が認定する
“安全性”の高い事業所

（公財）全日本トラック協会が認定する
下見・見積り・作業など“引越のルールを守る”事業者

（公財）交通エコロジー・モビリティ財団が認証する
“環境保全”に配慮した企業経営

国際標準化機構(ISO)が制定した、“品質を保証”し
“顧客満足”を目指すシステム

国際標準化機構(ISO)が制定した、企業活動が
“環境に与える影響”を最小限度に改善していくシステム
国際標準化機構(ISO)が制定した、道路交通事故による
死亡・重傷事故ゼロの“安全な社会の実現”を目指すシステム


